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国保の 

広域化の動き 

・国保の財政運営を県が担うこととする。 

市町村とは分権的な関係を持つ方向性で、今後国の審議会で検討される。 

(標準保険税率の決定 (県)医療費や収納率で格差、分賦金方式と直接賦課方式) 

・ 70～74歳の医療費窓口負担をＨ26年度に 1割から本来の 2割に引き上げる。 

・ 1カ月の窓口負担を一定額以内に軽減する高額療養費制度の見直し 

・低所得者の保険税軽減と、保険税の上限額引き上げ 

・後期高齢者医療は現行制度を基本とし、必要な改善を行っていく。 

 

国保の広域化(県単位)Ｈ29 年度を目途 

「社会保障制度改革国

民会議」の、報告書がＨ

25.8.6 提出されたこと

を受け、 

医療や介護など社会保

障制度改革の手順を定

めるプログラム法が成

立。 

今後、26 年末までに 

関連法案を決定する 

予定 

 

 

清須市の取組 

 

●県の標準設定 赤字解消の目標年次・標準的な保険料(税)算定方式・応益割合等 
●事業運営の広域化 保険者事務の共通化・医療費適正化策・収納対策・保健事業の共同実施等 
●財政運営の広域化 保険財政共同安定化事業の拡大・県調整交付金・広域化等支援基金の活用等 

目標収納

率の標準

設定Ｈ24 

消費税８％(Ｈ26.4.1) 消費税 10％(Ｈ27.10.1) 

目標収

納率 

９１％ 

社会保障・税一

体改革におけ

る国保制度の

見 直 し 

財政調整機能の強化 

・県調整交付金７％から９％ 

財政運営の都道府県単位化の推進 

・保険財政共同安定化事業について事業対象をすべての医療費に拡大 
 

短時間労働者の健康保険適用 ・週 20 時間以上・年収 106 万円以上 
 

国民健康保険法の一部を改正する法律(Ｈ24.4.6公布) 

低所得者の保険税に対する財政支援の強化 
・低所得者保険税軽減世帯の拡大【５００億円】・軽減分に対する保険者への財政支援【１７００億円】 
 

 

・収支均衡策を含む運営のあり方について検討 

 

目標収納率 

９１．５％ 
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